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１．はじめに 

国連の自動車基準調和世界フォーラム（WP29）に

おいて、電気自動車の安全性に関する世界技術規則

（Global technical regulation、以下 GTR）が議論さ

れている 。[1]ここでは、車載バッテリセルの熱暴走発

生を前提とした安全性を評価するための試験法（熱連

鎖試験）の策定が話し合われている。本発表では、当

研究所のバッテリ安全に関する取り組みとして、

WP29 における熱連鎖に関する議論の状況および交

通研で実施している研究内容について紹介する。 

２．WP29における議論 

２．１．EVS-IWGの概要 

電気自動車の安全に関する作業部会（EVS: 

Electric Vehicle Safety－Informal Working Group）

は 2012 年に衝突安全分科会（GRSP）傘下に設置さ

れた。共同スポンサー国である、米国（議長）、中国、

欧州（共同議長）、日本（事務局）が会議を主導してい

る。第 1期（フェーズ 1）は 2度の会期延長を経て、

2018 年に終了し、GTR-20 が 2019 年 3 月に成立し

た。現在は、第 2期（フェーズ 2：会期 2019年ｰ 2023

年 6 月 新型コロナウィルスの世界的な感染拡大のた

め、当初予定から 18 ヶ月の延長）であり、フェーズ

1で合意に至らなかった『熱連鎖試験』の扱いを主要

な議題として、議論が継続されている。 

『熱連鎖』とは、組電池において一部の電池が熱暴走

を起こした際に、その熱暴走現象が隣接セルに伝播す

る現象のことを言う。（GTR-20 において『熱暴走』

は、セル内部の発熱反応により起こる制御不能なセル

の温度上昇と説明されている。） 

２．２．熱連鎖の議論におけるフェーズ 1の結論 

フェーズ 1では、中国が自国で多発する電気自動車

の火災への対応として、熱連鎖試験を GTR-20 に導

入することを主張したが、合意に至らなかった。試験

法導入に反対した米国、欧州、日本の主な主張は次の

2点であった。①自国の事故発生状況を鑑みると試験

法を用いて直ちに規制する必要があるという状況に

ない。②中国より提案された試験法が、客観性があり、

規制として活用するのに適当であるか、自国の研究機

関に熱連鎖試験を実施させ検証する必要がある。 

一方で、熱連鎖を原因とする電気自動車火災に対し

て対応が必要であるという認識が一致したことから、

フェーズ 1では、製造者が文書によってその安全性を

説明することを義務付ける『文書化要件』による規制

が採用となった。日本国内においては 2023年 9月以

降に販売される新車から、製造者が熱連鎖に関する安

全性についてその対策を文書で説明することが義務

付けられた。 

２．３．フェーズ 2における議論状況 

フェーズ 2では、熱連鎖試験について技術的な議論

が活発化している。これは、フェーズ 1におけるデー

タ提供国が中国に限られていたのに対し、フェーズ 2

では日本、欧州、米国、カナダなども、車載パックレ

ベル、車両レベルで熱連鎖試験を行い、その試験デー

タを議論に提供していることによる。 

熱連鎖試験の技術面では、熱連鎖における一つ目の

セルの熱暴走発生（イニシエーション）をどのように

行うか、合否に関係する観察対象（爆発、火炎、煙、

毒性ガス）を何にするか、どの程度まで許容するか、

などいくつかの論点で議論されている。 

米国は、熱連鎖試験はまだ客観性に乏しく、自国の

事故発生状況を鑑みると試験法を用いて規制する必

要があるという状況にないと主張し、熱連鎖試験によ

り規制するよりも、フェーズ 1で合意された文書化要

件を改良（文書化要件において製造者が説明すべき内

容を明確化し、より公平かつ客観的なものにする）す

ることを提案している。また米国は、熱連鎖試験以外

にもバッテリの非破壊分析手法[2]などを活用し、安全

性の低下を検知したら警報を出すなどしてユーザー

に知らせるなど、熱連鎖試験以外にも問題解決の方法

はあると主張している。 
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３．当研究所における研究の紹介 

 ここでは、当研究所の研究として、①レーザイニシ

エーションを活用した熱連鎖試験に関する検討事例

と②モニタリングを活用した電気自動車の安全性向

上に関する検討事例を紹介する。 

３．１．レーザイニシエーションを活用した熱連鎖試

験に関する検討 

３．１．１．検討の背景と明らかにする内容 

 欧州、米国がフェーズ 1終了時に示した『今後検討

すべきと考えるイニシエーション方法の候補リスト』

にレーザ照射法が含まれていた。しかし、国内自動車

メーカにおいてレーザ照射法の検討事例はなかった

ため、当研究所において実施することとなった。ヒー

タ加熱法や釘差し法に比べ、ほとんど情報が無い状態

から検討を開始した。そこで表１に示すように、明ら

かにする内容を設定し、調査を開始した。 

 

 表１．レーザ照射法に対して明らかにする内容と実

験時の対象バッテリの規模 

検討 明らかにする内容 対 象 バ

ッ テ リ

の規模 

１ イニシエーション方法の原理

（熱暴走のメカニズムの推定） 

セル 

２ 他の手法に比べた場合の特徴 モ ジ ュ

ール 

３ 車載パックレベルでの実施可能

性 

車 載 パ

ック 

 

３．１．２．検討を行った内容の概略[3][4][5] 

 検討 1 [3]は、レーザ照射法の原理を明らかにするこ

とを目的に実施した。具体的な手法としては、レーザ

照射から熱暴走に至るメカニズムを、バッテリ構成材

料の熱分析、レーザ照射後のバッテリの解体観察のデ

ータをもとに推定した。推定されたメカニズムは、『レ

ーザ照射された部分、およびその直下が加熱されるこ

とにより、セパレータが熱収縮を起こし、内部短絡を

発生、その後、熱暴走に至る。』というものであった。

これにより、レーザ照射は、加熱法の一種に分類され

るイニシエーション方法であり、内部短絡を経て、熱

暴走に至ることが明らかとなった。 

 検討 2[4]は、レーザ照射が、熱連鎖試験に用いられ

る場合、従来検討されてきた手法に比べてどのような

特徴があるかを明らかにすることを目的として実施

した。具体的な手法としては、5セルを一組としたモ

ジュールを用いて熱連鎖試験を行い、ターゲットセル

の熱暴走が確認された時点の隣接セルの温度を従来

検討されてきたイニシエーション方法である釘差し

法とヒータ加熱法と比較した（隣接セルへの熱伝達状

況の確認）。レーザ照射を用いた場合の熱暴走発生時

の隣接温度の上昇程度は、釘差し法で実施した場合と

同程度であった。これにより、レーザ照射法は、隣接

セルの温度上昇を抑えた状態で、ターゲットセルを熱

暴走させることができることが示された。これは、レ

ーザは加熱法の一種であるが、セラミックヒータなど

に比べて、単位面積あたりの出力が大きく、レーザ照

射による加熱面積が小さいため、熱暴走が短時間で起

こることが理由であると考えられた。 

 検討 3[5]は、車載パックを対象とした熱連鎖試験に、

レーザ照射法が適用できるか確認することを目的と

して実施した。具体的な手法としては、車載バッテリ

パックのカバーケースにレーザ照射用の穴をあけた

うえで、熱連鎖試験を実施した。レーザは、照射用の

穴を通過し、ターゲットセルに照射され、熱暴走を発

生させた。隣接セルはターゲットセルの熱暴走の影響

を受けて温度上昇するも、熱暴走には至らなかった。

これにより、レーザ照射は、カバーケースに穴あけ加

工することで、ターゲットセルを熱暴走することが可

能であり、車載バッテリパックを対象とした熱連鎖試

験において、イニシエーション方法として使用できる

ことが確認された。 

３．１．３．調査から得られたレーザイニシエーショ

ンに関する知見のまとめ 

 レーザ照射法は、加熱法の一種であり、レーザを照

射された部分およびその直下の温度が上がることで、

セパレータが熱収縮を起こし、内部短絡を発生する。

レーザの照射径が小さく（1 ㎜φ未満）且つ、高出力

である（単位面積あたりの出力が大きい）ため、短時

間で対象セルを熱暴走させることができる。この特徴

により、セラミックヒータなどに比べて、隣接セルの

温度上昇（対象セルの熱暴走発生時）を低く抑えるこ

とができる。これまで、車載パックへの適用例はなか

ったが、今回の検討において、車載パック（PHEV用）

を対象として、現実的に熱連鎖試験が行えることを実

証した。 
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３．２．バッテリ安全性モニタリングに向けた検討 

３．２．１．検討の背景と明らかにする内容 

 米国は、バッテリを対象とした非破壊診断技術を活

用し、熱暴走発生前にその可能性を検知し、ドライバ

ーに警報を出すなどして、電気自動車の安全性を高め

る検討を行っている。[2] 一方、当研究所では、劣化

と安全性の関係に関する調査[6]を進めており、この知

見と非破壊診断技術を組み合わせたバッテリ安全性

モニタリングによる電気自動車の安全性向上を検討

している（表 2）。モニタリングを安全対策として取り

入れることの一番の意義は、使用過程の車両にも対応

できるということである。(前述の熱連鎖試験は、新車

（新品バッテリ）を対象として現在検討されている。) 

 表２．バッテリ安全性モニタリングに向けた検討に

おいて明らかにする内容 

検討 明らかにする内容 

４ 安全性の低下に影響を与えるバッテリ劣化の

要因 

５ バッテリの安全性低下事象のラボでの再現可

能性 

６ 使用過程バッテリのモニタリングによる安全

性低下の検知可能性 

 

３．２．２．検討を行った内容の概略[6]  

 検討 4として、安全性の低下に影響を与えるバッテ

リ劣化の要因について調査した。現時点で日本では、

電気自動車の火災事故の報告例はないので、民生用、

定置用のリチウムイオン電池に関する文献を対象に

調査を行った。以下にその一例を示す。劣化によりバ

ッテリの安全性が低下する事例として、リチウム析出

により熱暴走を起こしやすくなる事例が報告[7,8]され

ており、 安全性低下のメカニズムは、低温環境におい

て充放電を繰り返すと、副反応によりリチウム金属が

析出し、内部短絡の発生や自己発熱の発生により熱暴

走を起こしやすくなるということであった。 

 検討 5[6]は、バッテリの安全性低下事象のラボでの

再現可能性を確認することを目的に実施された。具体

的な手法としては、リチウムイオン電池（セル）を低

温環境（1℃）で繰り返し充放電することで劣化セル

を作成、劣化セルを対象として熱安定性評価、熱暴走

試験、およびセルの分解調査により金属リチウムの析

出の確認を行った。熱安定性評価では、劣化セルは新

品セルに比べて、より低い温度から自己発熱が発生す

ることが確認された。また、熱暴走試験では、レーザ

照射を行った場合、劣化セルは新品に比べて少ないエ

ネルギー投与量で熱暴走に至った。分解調査では、負

極上に灰色の金属リチウムが析出していることが確

認された。安全性低下を引き起こす劣化の一例である

リチウム析出を伴う劣化サンプルをラボで作成し、評

価するプロセスを実施した。 

 検討 6の目的は、使用過程バッテリのモニタリング

による、安全性低下の検知可能性を確認することであ

り、2022年度実施中である。具体的な手法として、非

破壊診断技術として、充電曲線解析法[9]を対象セルに

適用し、セル内のリチウム析出程度に基づいて、熱暴

走に対する安全性の変化を診断する。実際に安全性が

低下しているかの判断は、レーザ照射による熱暴走試

験を実施し、熱暴走に至るまでに投与したエネルギー

をもとに判断することとする。 

３．２．３．バッテリ安全性モニタリングに関する知

見のまとめ 

 車載のバッテリをモニタリングしながら、電気自動

車の安全性を高めるというコンセプトは非常に有用

なものであると現時点で考えている。その理由とし

て、熱連鎖試験は、新車（新品バッテリ）を対象とし

て、評価を行うため、劣化による安全性低下をカバー

できないことが挙げられる。劣化したバッテリに対し

て、熱連鎖試験を行うこと自体は可能であるが、バッ

テリの劣化の程度は、ユーザーの使用状況や使用環境

の影響を受けるために一律に規定することは難しい

ことが予想される。 

 今後、使用過程にある電気自動車のバッテリのモニ

タリング技術を実用化するためには、複数の非破壊分

析を組み合わせることで、検出できる事象を増やすこ

とや、想定している事象がリアルワールド（電気自動

車のバッテリ）で実際に発生しているか調査すること

なども重要であると考えている。 
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４．今後の取り組みの方向性 

 当研究所は、電気自動車の安全性確保のために、バ

ッテリ安全に関する取り組みを国交省と連携して進

めていく。取り組みの主たる柱は、フィールドデータ

の調査、WP29における国際議論の主導、安全性向上

に資する技術の評価である。フィールドデータの調査

では、海外における事例に関する情報を収集、分析、

分類等を行うことで、国内で事例が発生した場合に、

適切に対応できるように準備する。WP29における国

際議論の主導では、文書化要件の改良、客観性の高い

試験法の開発と試験法を用いた規制の導入について、

米国、欧州、中国をはじめとした締約国と議論を継続

する。また、引き続き当研究所職員をテクニカルセク

レタリとして派遣し、基準が調和されるように議論を

リードする。安全性向上に資する技術の評価では、3.2

で記載したモニタリング技術が、電気自動車の安全性

を向上する技術として、実用化できる可能性があるか

評価を行う。また、米国等と技術的情報交換を行い、

熱連鎖試験以外にも安全性を高める方策がないか模

索する。 

５．おわりに 

本発表では、当研究所におけるバッテリ安全に関す

る取り組みとして、WP29における熱連鎖に関する議

論の状況および当研究所における研究内容について

紹介した。WP29における議論の状況では、規制のあ

り方（試験による規制、文書化要件による規制）や、

試験法における技術的な課題、米国のモニタリングに

よる安全確保の取り組みなどについて紹介した。当研

究所における研究内容では、レーザイニシエーション

を活用した熱連鎖試験について紹介するとともに、今

年度から開始したモニタリングを活用した電気自動

車の安全性向上に関する検討についても一部説明し

た。 
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